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１ 市政変革の目標値進捗報告
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市債の発行抑制
（現行620億円の投資的経費の水準等見直し）

次世代投資枠の確保（330億円目途/3年間）
（若者子どもへの投資、産業基盤の強化創出、公共施設の老朽化対策等）

機能的・機動的な市役所づくり
（人材確保・育成、スマらく区役所等、DX人材育成、オフィス改革）

市政変革推進の目標
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１ 市政変革の目標値進捗報告

（１） 次世代投資枠（令和７年度予算）

R7
次世代投資枠

１４１億円

若者や子ども等への投資

３５億円

・学校トイレ洋式化１００％大作戦
・学校エアコン設置加速化大作戦
・企業型奨学金返還支援
・たいけん・まなび充実大作戦 など

・企業立地促進補助
・リビテーション推進事業
・半導体サプライヤー集積促進事業
・「稼げるまち」への原動力～未来産業推進事業～
・スタートアップ成長支援ファンド事業 など

１０億円
・スマらく区役所プロジェクト
・サステナブルシティ戦略推進事業
・女性のヘルスケアサポート など

６４億円

・門司港地域複合公共施設整備事業
・学校施設老朽化対策 など

公共施設等の老朽化対策への
持続可能なまちづくり投資

その他の次世代投資枠

産業基盤の強化・創出への投資

令和６年度の１１１億円と

合わせると、２５２億円

３２億円



（２） 市債の発行抑制

１ 市政変革の目標値進捗報告

必要な公共事業を着実に推進しつつ、市債残高の減少傾向を維持
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（２） 市債の発行抑制（令和7年度予算）

１ 市政変革の目標値進捗報告

市債発行額 ３８７億円
（対前年度当初予算比１５８億円減）

市債残高 ８,０５６億円
（対前年度末比５１億円減）

※臨時財政対策債を除く
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（３） 挑戦を続ける機能的・機動的な市役所づくり（主な取組み）

１ 市政変革の目標値進捗報告

〇 職員クレド（行動指針）の策定

〇 職員エンゲージメントサーベイの試行実施

〇 １ｏｎ１ミーティングの拡充 など

職員のＥＳ向上に向けた取組み

〇「市政変革の要諦」策定等、職員の変革マインドを向上させる取組みの実施

その他

〇 政策創出力の強化 市長公室
マーケティング課

〇 若者が住みたくなるまちの実現 Ｚ世代課

〇 着実な行財政運営と 財政・変革局
市政変革の推進

令和６年４月組織改正での新設・改組

全国初



令和６年度市政変革の成果



2 令和６年度市政変革の成果

（１）令和６年度の取組み全体像【令和６年度からの取組み（変革の駆動装置）】

経営分析 プラチナ市役所
プロジェクト

局区Ｘ方針

施策・事業や制度・仕組みの
まとまりごとの現状整理や分析、
課題の洗い出しなどを通じて
改革の方向性を検討

職員のアイデアを生かし、
“働きやすさ”と“働きがい”
の実現や、変革の風土

醸成を図る

各局・区長等が、経営者目線で
自律的な改革の方針を定め、

組織内外に発信する

各局区による改革案磨き上げの場 Ｘ会議
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（２） 局区X方針
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2 令和６年度市政変革の成果

各局区が主役となり、変革方針を表明

局区長等を中心に自己点検を実施し、変革課題の洗い出しやその課題解決策等を
意思表明(公表)することで、変革の推進力を高めつつ、局区の経営意識の向上を図る

・局区長のリーダーシップの発揮
・新ビジョンを踏まえ、特に変革が必要な
課題（変革課題）の洗い出し
・幹部職員の参画

〇〇局区Ｘ方針
・使命
・変革課題･目標
・R6取組み 等

・局区Ｘ方針の公表
・市民への丁寧な発信
・局区内職員との意識共有

①自己点検

・見直しが困難な課題を可視化
・データ等を用いて客観的に分析

②変革課題･目標等の設定

③Ｘ会議(進捗の公開)

局区長のリーダーシップの下、
変革の方針を策定・公開

課題解決に向けた
取組み



（２） 局区X方針（財政・変革局の事例）
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2 令和６年度市政変革の成果
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（３） 経営分析

2 令和６年度市政変革の成果

経営の視点から事業・制度を固まりで分析、あり方を検討

市政変革の
ストーリー
市政変革の
ストーリー

要素１ 目指す未来像 ３〜７年後までに実現したい北九州市の姿の言語化

要素２ 市政の現状 内部・外部環境、経営資源、政策の実施状況等の現状整理

要素３ 市政の現状とのギャップ 目指す未来像と現状との差の比較等による課題の整理

要素４ 改革(見直し)案の提示 ①政策強化面、②改革・見直し面 の双方の視点による改革の方向性の打ち出し

駆
動
装
置

経営
分析
（材料）

ステップ４
改革案の実行

ステップ３
改革案の検討

ステップ２
分析

ステップ１
現状整理

・事業の現状について
整理
・経営分析の初期的な
仮説設定

・現状整理で収集した
データなどをもとに、
初期的な仮説を検証
・クラスターの性質や構造、
本質を捉える

・事業実施上の課題の
整理
・目標実現に向けた
取り組みを検討

・実行計画の立案
・実行した改革の評価、
改善

一定の事業や制度の固まりごとに、現状を可視化し、強みや課題についてデータ等を用いて
客観的に把握することで、本質（事業のあり方等）を捉えた見直しや改善案を検討



（３） 経営分析
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2 令和６年度市政変革の成果

施策・事業
グループ

※サービスモデル
改革

施策・事業
グループ

※サービスモデル
改革

横断制度グループ

※フレーム改革

横断制度グループ

※フレーム改革

組織強化グループ

※ワークスタイル改革

組織強化グループ

※ワークスタイル改革

オペレーション系
施策

オペレーション系
施策

国制度
関連施策
国制度
関連施策

市独自施策市独自施策

事業クラスター

１．スポーツ振興事業、２．文化振興施策、４．子育て支援事業、 ５．青少年関連事業、６．環境施策、
７．公園事業、９．女性活躍・男女共同参画施策、１１．港湾施設マネジメントの推進、 １５．戦略的広報、
１６．SDGs関連事業、 １８．安全・安心なまちづくり、 ２１．定住・移住施策、３９．外国人定住支援、
４０．地域コミュニティのあり方、 ４３．消防体制の整備事業、４７．生涯学習事業、４１．地域福祉施策、
４８．高齢者福祉施策、１９．児童虐待施策、４４．学校給食提供体制、４５．防災・災害対策、
４５．広聴・相談事業、５１．健康づくり・介護予防事業、５２．雇用促進及び地元企業の人材確保施策、
５３．スタートアップ×地域課題、５４．観光施策、５５．空港利用促進事業、５７．火災予防・啓発事業

８．市営住宅事業、 ９．地域医療施策、１０．食肉センター、 １２．上下水道事業、 １３．市営バス事業、
１４．公営競技事業、２０．ごみ処理事業、４６．大学のあり方、５６．中央卸売市場

３．保育所・幼稚園、２２．学校プールのあり方（小・中・特別支援学校）、４２．障害者福祉施策、
４９．介護保険、介護事業（特別会計）、５０．国民健康保険事業（特別会計）

２３．インフラマネジメント、２４．公共施設マネジメント、
２５．持続可能な公民連携体制（政策連携団体等のあり方含む）、 ２６．未利用地活用、
２９．公共投資、３０．社会経済情勢や市民ニーズの変化に対応した補助金・負担制度の最適化、
３１．使用料等の見直し、３２．歳入確保の取組

２７．業務改革による効率的な市役所づくり、２８．市職員の人事施策、
３３．契約改革（契約事務の見直し）、 ３４．DXの推進による窓口改革（スマらく区役所）、
３５．DX人材育成、３６．オフィス改革プロジェクト、３７．BPR推進

〇赤字は令和６年度に経営分析に着手した事業クラスター

他自治体・類似民間企業との
比較分析などにより、効率化や
事業形態の見直し等に重点を
置いた改革

効率性等の視点だけでなく、
市の特質・強み弱みやビジョン
との密接性、戦略の明確化等
に留意して行う改革

全国的制度の下でサービス提供
を向上させるとともに、独自政策
や制度改正の可能性に留意して
行う改革

「施策・事業グループ」における
各改革を後押しするための、
全庁的なフレームワークや
方向性を定める改革

「職員」や「職場」のレベルから、職員
の意識や行動、仕事の仕方、人材
育成のあり方など、市役所の「しごと」を
見直すことにより、意識改革、働き方
改革、業務改善に取り組み、市役所
の生産性と職員の連帯意識の向上、
組織の活性化を目指す改革

考え方



（３） 経営分析（市営バス事業の事例）
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2 令和６年度市政変革の成果

〇令和6年度に経営分析を実施した
クラスターについては、別冊資料の
令和7年度アクションプラン（案）に
分析結果を踏まえた今後の方向性を記載。
〇詳細な報告書は現在作成作業中。
本年度末の公開を予定。
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（４） プラチナ市役所プロジェクト

2 令和６年度市政変革の成果

職員発信の改革アイデアを後押し、変革の風土を醸成

１ ワークスタイル

３ ルール

２ オフィス

全
局
区
か
ら
選
抜
し
た

若
手
／
現
場
職
員
等
に
よ
る

「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
」
を
結
成

変革意識の
醸成

課
題
の
洗
い
出
し

【
Ｘ
会
議
】

対
応
方
針
を

説
明
・
討
議

“働きやすさ”と“働きがい”の両方を実現することにより、市役所全体の労働生産性
やエンゲージメントの向上を図る

予
算
化
・
制
度
変
更

局
区できる改革から“即”実施！

制
度
所
管
局
で

解
決
案
の
検
討



（５） X会議

2 令和６年度市政変革の成果

各局区による改革案の磨き上げの場
変革の本質に迫るテーマ設定

各局区が主役の議論

見える化の徹底

改革案の磨き上げに繋がる
報告・議論テーマを設定

各局区の主体的な
改革案の報告・討議

公開会議の開催、
資料・会議議事録の公表

15

会議の様子

YouTubeでの配信は

平均毎回１，４００回の視聴！



（５） X会議（市政変革の推進体制）

2 令和６年度市政変革の成果

16

北九州市政変革推進会議

北九州市政変革実行本部

設置目的：市役所内部における市政変革の役割分担を明確にし、市政変革の着実な実行と意思決定プロセス
の明確化を図ることを目的に設置

開催目的：市政変革の推進に関する事項について、広く有識者から意見を聴取するために開催

会議の位置づけ：市政運営上の会合

所掌事務：市政変革に関する重要な施策の推進及び総合調整
市政変革の取組等の進捗管理に関すること

本部会議：
全体会議：本部長以下全ての本部員が参加し、市政変革の方針等を協議・決定する場合などに開催

市政変革会議（通称：Ｘ会議）：本部長、副本部長、顧問のほか、本部員が参加し、
特定クラスターの分析・改革案や局区X方針、
プラチナ市役所プロジェクトなどを協議するために開催

構成員：（本部長）市長、（副本部長）副市長、（顧問）上山顧問、山本官民連携ディレクター
（参与）髙井参与、田中参与
（本部員）教育長、局・室・区・行政委員会等事務局長、(市政変革パートナー)市政変革推進員

構成員：柳井雅人氏（座長：北九州市立大学学長）ほか９名

ワーキンググループ：事業クラスターごとに経営分析を実施するため関連部署で構成



（５） X会議（令和6年度の開催実績）

2 令和６年度市政変革の成果
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（６） 具体的な成果①（ユーザー目線による現場改善（文化施設の例））
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2 令和６年度市政変革の成果

before after

来館者への寄り添いが不十分な看板

皆様のご協力を
お願いいたします

時間までごゆっくり
ご観覧ください

ご案内の表現方法を改善

エントランスホールのあちらこちらに
イーゼルを設置し景観を損ねている

イーゼルを撤去し、
ホールの景観を向上させた

自然史・歴史
博物館

美術館



（６） 具体的な成果②（公共施設マネジメント）
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2 令和６年度市政変革の成果

これまで

予算面から全体保有量を管理
保有量の設定・削減

しかしながら…
４０年間の削減目標２０％に対し
８年間の実績は１％にとどまる

これから

利用者の目線で施設を検証し、公共施設を最適化

施設の「抑制ありき」ではなく
社会経済状況の変化や市民ニーズの多様化などに応じて

施設の価値を最大限発揮させる方策を検討し、新たな価値を創出する

転換

多5.2 

4.7 

4.7 

2.5 

2.3 

2.0 

北九州市

神戸市

大阪市

横浜市

相模原市

さいたま市 少

施設保有量の多さ 老朽化の進行
１人あたり保有量⇒政令市最大

（㎡/人）

半数以上が築40年以上経過

築４０年

以上

築４０年

未満

…

目標
▲20％

実績
▲１％

H27 8年後 40年後
(R5現在) (R37)



（６） 具体的な成果③（公民連携（指定管理者制度））
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2 令和６年度市政変革の成果

これまで Before これから After

十分な競争原理が働いていない
（導入施設の７割が１社応募）

民間ノウハウを発揮しやすくする
仕組みづくり（施設の価値向上）

事業者の豊富なノウハウを発揮して
いただくための環境が整っていない

事業者が参入・応募しやすい
仕組みづくり（企業の参入促進）

運営実績が優良な事業者の指定期間を
５年→１０年に延長することを可能に

指 定 期 間 の 長 期 化 トライアル事業制度
指定管理者が新たな自主事業を実証する場合、
使用料を全額免除し、暫定的な施設利用を認める

政令市

初

指定管理者制度
の見直し



（６） 具体的な成果④（政策連携団体（外郭団体））

2 令和６年度市政変革の成果

北九州市と団体の関係性の見直し

現状 見直し後

財政・変革局による、
管理型の総合調整を行う

「外郭団体」

政策を担う「担当局」と
公民連携パートナーとなる
「政策連携団体」

政策連携団体

政策連携団体

政策連携団体の持つ

21

【団体へのヒアリングにおける主な意見】

〇プロパー職員が数名しかおらず、
平均年齢が60歳代と高齢化している

〇団体が必要と考える経費に対し、
市が提示する額が十分でない

〇集客が重要な団体にも関わらず、
エンタメやコンテンツの民間人材が
役員にいない

など

ガバナンス
（団体の自律性）

マネジメント
（カネ）

マネジメント
（ヒト）



（６） 具体的な成果⑤（第三者委員会などを立ち上げ、これまでの取組みの検証に着手）

2 令和６年度市政変革の成果

市営バス、上下水道事業、地域医療、事業系ごみ削減 など

市営バスの例

北九州市営バス事業あり方・役割検討会議
【計４回開催】

(有識者､利用者･地域経済界､交通事業者から意見聴取）

①第３次計画評価･検証
②運賃体系の見直し
③利用者サービス向上
④運転者確保
⑤効率的な路線のあり方
⑥運行形態

(車両小型化等)

22

会議の様子



（６） 具体的な成果⑥（介護人材確保の強化）
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2 令和６年度市政変革の成果



（６） 具体的な成果⑦（働きやすい職場づくり）
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2 令和６年度市政変革の成果

令和６年１２月２５日
市長定例会見

令和６年１２月２５日
市長定例会見

“週休３日制”が可能な
フレックスタイム制
を全面試行

公務能率アップのため
１年を通した
軽装勤務の実施

政令市初！
救急隊員出動時の
コンビニ利用に関する
ルールの明確化

本庁舎女性用トイレ増設予算の計上



（６） 具体的な成果⑧（次世代投資枠（おいしい給食大作戦））

2 令和６年度市政変革の成果

これまでの回転釜調理では「煮る」「炒める」といった調理がメイン

「蒸す」「焼く」といった調理が可能となり、献立の幅が広がる

R7.9月～小・中全校で提供
「お好み焼き」

献立例

スチームコンベクションオーブン

スチームコンベクションオーブンの導入

料理人の方等から専門的な助言や
メニューに関するご提案をいただく

学校給食応援団の発足
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（６） 具体的な成果⑨（待たない区役所の実現）

2 令和６年度市政変革の成果

窓口オンライン予約・発券サービスの開始

●市民
・予約した時間で 待たずに手続き
（窓口付近で並ばなくていい）

・予約時間まで 自由に過ごせる
（予約時間に合わせて行けばいい）

●職員
・予約情報を用いた事前準備で、

スムーズな窓口対応が可能

・来庁データ等を活用し、

効率的な窓口運営＆働き方改革
につなげる

予約から窓口案内までの流れ

２月から小倉北区役所と若松区役所でモデル実施中
６月中旬から全ての区役所に展開予定
このサービスは、駐日デンマーク王国大使館との
覚書に基づく実証実験を経て導入が実現

予約できる手続き
●引っ越し
●国民健康保険
●保育
に関することなど

26



（６） 具体的な成果⑩（こどもまんなか公園づくり）
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2 令和６年度市政変革の成果

北九州市は、子どもたちが思いっきり遊べる公園、子育て世代が安心・快適に利用できる公園を目指し、子ども・子育て世代への意見を聞き、公園整備や
管理に意見を反映していく。
【子ども・子育て世代への意見聴取の結果】
アンケート調査（10月〜11月）
 幼稚園・保育園の園児（56名）保護者（60名）
 わんぱく広場利用者（30名）
 子育てサークルメンバー（10名）

ワークショップ（11月7日）
 子育てサークル（10名）

【意見】
幼児用遊具エリア
・児童用と幼児用の遊び場を分ける
・手洗いの設置
・エリア内で休憩できるベンチ など

トイレ
・子どもと一緒に入れる広さ
・おむつ替え台
・手洗い、足洗い
・明るくしてほしい
・衛生面と安全面 など

桃園公園わんぱく広場の整備に意見を反映︕



（６） 具体的な成果⑪（アーバンスポーツの聖地化）
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2 令和６年度市政変革の成果

北九州市が目指すもの➡アーバンスポーツの聖地
ストリートを起源とするアーバンスポーツをパークからストリートに取り戻し、

街と音楽、ファッションと融合させ、アーバンスポーツのポテンシャルを最大限に引き出し、スポーツで街が賑わう

聖地化・エコシステムに必要なコンテンツ
① アーバンスポーツをパークからストリートへ

② アーバンスポーツの国際大会、ジュニアなどの大会誘致

③ トップアスリートの養成、トップコーチの招聘、育成



（６） 具体的な成果⑫（環境施設のアップデート（イメージ））
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2 令和６年度市政変革の成果

環境施設のアップデート

カーボン
ニュートラル
（ＣＮ）

響灘地区の
環境関連施設

ネイチャー
ポジティブ
（ＮＰ）

サーキュラー
エコノミー
（ＣＥ）

特色ある

企業集積

展示コンテンツの
リニューアル

響灘洋上ウインドファーム事業 北九州エコタウン
総合環境コンビナート響灘地区全体をサステナブルの

視点でアップデート

エコタウンセンター

響灘ビオトープ



令和７年度の市政変革の進め方



３ 令和７年度の市政変革の進め方

（１）令和6年度の振り返り

■R6年度の分析対象ではないが、各局で課題の
整理や方策検討を早急に行うべきものがある

■分析作業だけでなく、現場改善やサウンディング
など、アクションの実行が必要なものがある

■特に管理部門において、利用者（＝職員）の
目線で改めて課題を洗い出す意識が働きにくい

■各局に共通する問題であるため、全庁横断的
な視点や考え方を早急に示すことが必要

経営分析だけでは、変革の取組みを
進めることが難しい

取組みから見えてきた課題

〇「経営分析」に加え、
「局区Ｘ方針の設定」
「プラチナ市役所プロジェクトの実施」
を変革の柱に、全庁的な取組みの進展を図った。
〇「公共施設マネジメント」「政策連携団体」について
Ｘ会議で重点的に議論、各局に共通の考え方や
手順を提示。
〇経営分析は、市政変革推進室が支援を行い、
現状分析や変革すべき課題を整理できた。

こうした市政変革の取組みを通じて
本質的な課題を直視し、「創る改革」に
取り組むきっかけとなった

課題への対応
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各事業局・区主体の検討 管理部門の検討

局区Ｘ方針（事業局・区）

・各事業局・区において

変革課題を設定し、

主体的に課題解決を

検討・実行

・各部局の検討に対し、共通の枠組み・視点を提示

経営分析・事業分析

・変革課題について、利用者等のデータや他自治体事例等を分析し、今後の方向性を検討
分析に基づく課題解決の方向性・工程は、内容に応じ、引続き局区Ｘ方針に位置づけ、具体化

局区Ｘ方針（管理部門）

横断的検討

・管理部門（人事､契約､

財政､ＤＸ等）において

変革課題を設定し、
主体的に課題解決を

検討・実行

プラチナ市役所プロジェクト

横断的検討が必要なものは、

Ｘ会議での議論などを実施

・職員の目線から課題及び

解決案を提起

公共施設マネジメント、政策連携団体 など

Ｘ会議での議論の掘り下げ

３ 令和７年度の市政変革の進め方

32

（２）令和7年度の取組み

令和６年度に引き続き、①各局区のＸ方針、②経営分析・事業分析、③プラチナ市役所プロジェクト

を取組みの柱とする。

各局区の主体的な検討・実行を後押ししつつ、局の枠を超えた検討が必要なものについては、横断検討チーム

による検討や、Ｘ会議での議論を行い、市全体で、本質的な課題解決に向けた取組みを進める。

令和７年度に経営分析・事業分析を実施するもの（アクションプランに掲載）

広聴・相談事業 障害者福祉施策

外国人定住施策 消防体制の整備事業

地域コミュニティのあり方 学校給食提供体制

地域福祉施策 ー

必要に応じ令和７年度の局区Ｘ方針に位置づけ、取組みを実行

雇用促進及び地元企業の人材確保施策 高齢者福祉施策

スタートアップ×地域課題 介護保険、介護事業（特別会計）

観光施策 国民健康保険事業（特別会計）

空港利用促進事業 健康づくり・介護予防事業

中央卸売市場 防災・災害対策

大学のあり方 火災予防・啓発事業

生涯学習事業 ー


